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う事実である。
たとえば ColoradoFuel and Iron Cornpany 1-;:1917年に至って， ょうや
くE式の減価償却を始めたが，同年以降も代用償却を継続している。これはた
いし， Lehigh and Wilkes-barre Coal Companyは，税法が滅価償却控除を
はピめて認めた1909年に先立ち，すでに1900年以前からjf式の減価償却を始め
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いは減価償却の代用としても， 総所得からの控除を認めない (theannual addi. 
tions to such funds are not allowable deductions from gross income as or in lieu of 









算定 (cc皿 pu阻tionof invested capital)に関する税務諸規定， および〔2L〕控除
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「減耗， 減価， 陳腐化 にたいする控担金を怠ったために， 納税者の帳簿が真実の払込剰余
金・ [処分済〕利溢剰余金ー未処分剰余金を表ZしてU、ないぱあいには，投下資本中算定にあた
って，しかるべき棒正を行ない，適正な表示に改めねばならないものとする。」





[2) 1914年 1月5日の財務省規則第33号第 132条において，内国歳入庁は
「総所得から控除された減価償却額は，それを事由に申告がなされた財産の磨
損，損耗，陳腐化による減価の補填以外の目的に使用できない」との解釈を示
し， 減価償却「資金の流用J(diversion of fund)がなされたばあいには， その
流用額と同額を当該年度の所得に加算するものとした。
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〈認められた会計実務への依存関係。h 品モpenr1四cyof the concept of taxBbleぞ
income upon approved accounting practices)が次第に認識されるようになJZ9)b， 
11918年の歳入法で，はじめて，納税者の帳簿記録において採用された会計方
法にもとづいて(inaccordance with the method of accounting employed in keeping 








いする基準性の原則J(Grundsatz der Masgeblichkeit der Handelsbilanz fur die 
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を帳樟記録の下位にお (J Cmaking the facts subordinate to the b60k entry)内国最入庁と
、減債積立金による代月償却から正式の減価償却へり移行 (243) 51 

























(Edward J Kirkham，“D叩r配:Jationunder the Income Tax." The Accounting Review， 
Vol. 11， No. 4， Decemb.er 1936， p.362.)， I法人の純所揮は帳簿記録。ookkeepingfacts) 
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後，租税訴願局 (TheBoa吋 ofTax Appeals)に殺倒した秒】務訴訟の過程で顕著になり， r法
廷での判決の帰結として，税務目的の所得り計算と， 般に受入れられた会計基準にもとづく
所得の計算との聞に多くの相異が生じたJ(Michael J Sporrer， '・ ThePast and Future of 
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35) r阿国歳入庁長官は適正な全計方怯を[減価償却控除の前提条件として納君税i青に]強制する十











I E E li' 
償 到] 古ir 利 益 54 87.5 130 54 • 54 54 87.5 87.5 87.5 130 
減価償却額〔正式の減価償却) 。 20 40 。 20 40 20 40 52 40 
減使積立金繰入額〔代月償却) 20 20 20 20 。 。 20 。 。 20 
償 ム，1 後 利 益 34 47.5 70 34 31 14 47.5 47.5 35.5 70 
代用償却額の所得への加算 目的外値用制の所得への加賀t 代用償却額2のC税務百認一一金20 20 20 20 (12)キ* 20 
課 事i 所 得 54 67，5 90 54 34 14 67.5 47.5 47.5 90 
法 人 所 得 税ホ 5207 % 64D0% 6 7063 % 5027 % 5017 % 5D7 % 61品 6208% 5 6028% 5 70% 63 
自己 、二りゴ 可 官巨 利 益 7 7 7 7 17 7 7 19 7 7 


































gulati町 133 CRev.) Art. 164， Par. 490)として，目的使庄の解釈を ζの点でも緩和した.
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第3表 減価償却方法移行D要因分析
階層区分 I 代計開用上始償にの却時よ期のる停減と価止白償関と連却費用性のj 上代時用期で償のと却代り用関P停償連却性止否と税認務申 I 移 行 の 契 機
後グ進ル会社プ ほ税ぼ務杏同時認期よもり以L後〈は， [減用酌のに価確償限よ償立却界る却，税用顕の認問務償在上却化の古澗田代一致 否代 内在
の
進室先 花過と区大益をh行在資4 本~I (¥〆費の不用方償が一却先行開致始、) I 税務否認より以前 機減在耗的と資す限産界る代の評用顕価償在増却化のを契内
ルグ













それを検討するために，図 B. 図c，図 D としてまとめたR社の経営成績






































Chronicle， Vo1. 106， April 27 1918， p 





Chronicle， VoL 105， Aug国 t25 1917. p. 










Saliers， 0.少 e，ι.p. 75 38) 
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I. r. m， v. vnrは図B，図Cと伺じ。1'=
減耗控除， VI~普通株配当。
Chronicle. Vol. 105. Octoher 131917.p. 1517 

























39) 太田哲三『固定資産会計』昭和国年， 1百一l叩ペ ク
40) Henry C. Cox， Advanced and Analystical Accoμnti.ng， New Yotk， 1921， p.106 























また LehighCoal and Navigation Co.も， 1909年度まで， 当時の鉱業会
社や木材会社の会計慣行となっていた生産高比例法による代用償却仰をすすめ
てきたが， 1910年度の年次報告書で I鉱区滅債積立金は本年度に 220，309ド
41) Thomas仁:0町gton，revlsed by H. Potter， Cortorate Organiz出曲nand Management， 
4th 00.， N ew York， 1917， p. 433 
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第4表 Consolidation Coal Co における減耗資産評価噌と減価償却方法
の移仔 単位 rル
1叩9年度 1910 1916 1917 
売上総利益 10，223，087 12，712，256 17，342，366 26，113，204 
減価償却費 275，138 311，017 435，562 953，531 
減耗控除額 501，857 
減債積立金繰入 245，561 303，394 330，879 ーーーー
自己 当 (6%l，O〕D 〈67%I，81〉C41 8 r6I%，5〉00 (9935%，381〉28 1，29D1 9，85 83 3 ，0562 0 ，781 固定資産 50.035，545 54，511，023 ?-，696宇
資 本 金 19，026，000 19，026，000 39，190，500 45，OOO，OC日
府 1913年8月1日現在申価額へ白修正として38，925，972ドル申評価増。 うも， 14刊にあたる
4，916，982ドルの評価差額を株式配当に克当。
Ch開 nicle，Vol. 90， March 26 1910， p.8崎;Vol. 92， April 1 1911， p.878; Vol. 106， April 
6 1918， p.1456より作成。
第5表 Lehigh Coal and Navigation Co における減耗資産評価増と減価
償却方法D移行 単位 Fル
1910年度 1911 1916 1917 
→1ρ15.694-一一→1，987，434
→ 500，499 




阻 当 〔8Li%，89〉4 3 〈83Z4%，4i〕8284396380 6 (8392%B，71〕29643，26835 6 〔865Z%，21)2484，9636 * 1，744 
固定資産 31.842.217 
市 右炭貰源申評価増11，100，151ドルを含む.
Chronlcle， Vol. 94 April 13 1912， p.1053; Vol. 96， April 12 1913， p.1087; Vol. 104， 




42) Lehigh Co.al and Navigation Co.. Report for the :fi.scal year ending D田町h円.'311910， 
Chronicle， Vol. 92. March 18 1911， p.723 










た「公正市価法I-(fair market value base)による減耗控除の基礎価額を確定す
る評価修正であったことは明らかだが，同じ先進会社グループのなかでも:.U. 





the argument of corporations for large deductiori)。そζから当該期間中には，固
定資産の評価増を行ない，株式配当に充てる剰余金を創出しセそれを過度に資
本fじする傾向が生れていたJ46)のに，節税の動機がとりわけ強かったはずの U




解できる。つまり. U. S. Envelope Co と U.S. Steel Corp はいずれも設
43) 44) Lehigh Coal and Navigation Co.， Annual Report for the iIscal y田 I ended De-
cember 31 1917， Ch同町de，Vol 106， Fehr岨 ry23 1918， p.831 
45) 46) David L. Dodd，品ockWatering， The JUdl岨叫lValuation of Propeγ'ty for Stock 
Issue， Purtoses. New York. 1930. p. 13 
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立時に過大資本化を行ない，見込み超過利益を事前に. 7.K増株の交付によって
資本化していたのにたいして. Consolidation Coal Co.と LehighCoal and 
Navigation Co はいずれも世紀の転換期の合同運動以前に， 株式を種別化せ
ずに設立され，過大資本化を行なった形跡的ない会社であった却。
したがって，後者は大戦時の高利益を資本イじするために資産を大巾に評価増
l.-.そζ に生じた剰余金を株式配当に充てたのにたいして. U. S. Steel Corp 
などは，かかる措置を事前に講じていたDで，それ以上の評価増は実施困難だ
ったと考えられるのである。
このように解する左，償却資産評価増を行なわなかった U.S. Envelope CO 














48) 醍醐「初期 u.sステイ ルの冊債基金会計」京都大学提済学会「経済論叢』第112巻措3
4号，昭和48年9. 10月， 60-72ヘ ジ，醍醐，前掲論文，肝 69へ-;-:/ 0 
49) ただし， 1929年度までに消却された U.S. Steel Corpののれん等祇形賢産は，普通時資本
金にみあう部分であって，それを超える無形賢産約2億6000万ドルは.1938年度に資本剰余金へ
の賦課によって1ドルにまで梢却された巴 SeeU. S. Steel Corp.， 37th Annual Report-for出e
fiscal y田 T 田 dedD目白mber31 1938， Chnmicle. Vol. 148. March 18 1939， p.1666 



























50) Montgomery. 0.ρcit.， p.1000 
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ら I公正市価」基準による減耗控除へと転換よるよとによって，原初投資
額をはるかに超える内部留保を達成したが町〉，後進会社グループの A皿 erican
W riting . Pa pcr Co は I公E市価」ヘの評価増を実施したものの，それも，
過年度償却不足額り修正によって帳消Lされ，逆に評価減をまねく結果となっ
て剖，大戦時の減耗控除の特典にあずかると左はできなかったのである。
51) 恥1:ay，0.盟o.cit.， p.150 




は14，590，630ドルへと許価減になった。 See.AJ羽田canW riting Paper Co.，抽出Ann田 I
Report-Year ended Dec団 lber31 1917， Ch同 nicle，V 01.106， April 27 1918， p.， 1793 
